























































































5)WN, p､343邦訳1, 536ページ，同様に,WN, p.674､邦訳Ⅱ, 491ペー
ジ。D.D.RaphaelandA.L.Macfie (eds.), $TheTheoryofMoral
Sentiments' , Oxford, 1976, p.56.米林富男訳『道徳情操論』 （上),未来
社， 1969年, 140ページ。本稿では以下,TMS, p.56,邦訳（上), 140ペー
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AdamSmith' ,Tuttle, reprinted. 1979, p,699. ),上田氏は第3の点の
意義を強調して3つに見ておられる。上田光人「古典派経済学における株式






































































































































される投資のパターンは･ ･ ･ ･ ･ ･なんらかのあらかじめ設定された優先順位によ
ってア・プリオリに規定されるようなものではないと↓、うのが， スミスの立
場なのである。 ･ ･ ･…要するに発展についてのスミスの分析は……配分理論の
諸原則にはっきりと基礎づけられてL、る」 (S.HOllander, ,The
EconomicsofAdamSmith' , UniversityofTorontoPress, 1973, p.
278．小林昇監修／大野忠男・岡田純一・加藤一夫・斎藤謹造・杉山忠平訳






























































28)R.L.Meek, D~D,RaphaelandP.G~Stein (eds.), $LeCtureson
Jurisprudence',Oxford,1978,p､472,高島善哉・水田洋訳『グラスゴウ
























































































































































































































43)WN, p.756.邦訳Ⅲ, 106"-R-ジ。Anderson&Tonisonは， スミスが列
挙したこれらの業種が『国富論』出版以前に設立されていた排他的特権を持
たなかった国内業穂だったにすぎなL、という見解を提示している。Ander-











まうので，必然的に職人の技能は大いに増進する」 (WN, pp. 17J8.邦訳
1, 16ページ） と。
18 －98－
『国窟論』における合本会社論の構造
業の原理との類比から，業務の画一化が効率化を促進すると見たように思
われる。
①社会的有用性について。スミスは銀行業など［引用文5］に掲げた各
業種それぞれに，一般的な効用を認めている46もしかしながら，あらかじ
め列挙した業種に関して社会的有用性を読者に説く方法はトートロジーに
他ならず，新たな業種を社会的有用性という基準に照して判断する主体が
問題となろう。換言すれば，新規に公共事業を合本会社に委ねる場合に，
誰がその業種を「社会的に有用」と判断するのかということである。 この
問題意識からするとき,スミスにはある暗黙の前提があるように思われる。
それは，南海泡沫事件(SouthSeaBubble)を契機として，泡沫会社の設
立を防止する目的をもって，合本会社の設立を厳格に規制するために1720
年に制定された（その撤廃ば1825年） 「泡沫会社禁止条令」47) (Bubble
Act)の存在である。同条令は，合法的な事業において公的な苦痛，損害，
不都合(commonGrievance, Prejidiceandlnconvenience)をもたらす，
すべての事業猫よび起業を禁じ，その設立には議会制定法または王室から
の特許に基づく法的な認可を得ることを必要としていたのである。その意
味からすれば， スミスにおいて社会的有用性という基準で合本会社を判断
する主体は明らかであって，新たに設立されるであろう合本会社が社会的
有用性を有することは自明のこととされていたように思われる。
46）
47）
WN, p.745,邦訳Ⅲ, 108ページ。
正式名称は「航行中の船舶および輸送中の商品安全を保証するための，およ
び船底抵当貸付のために，陛下が，二種の特許によって授与すると予定され
る若干の権限と特権を，効果的に確保するための，ならびに本条令中に記戦
する数種の不当かつ正当と認め難い慣行を制限するための条令｣。鈴木氏は
同条令を吹のように位置付け，それら2つの側面を統一的に解釈することを
試詮ておられる。 「同条令は前期的『非法人会社』を規制し，特許会社無よ
び議会制定法に基づく会社を規制の対象外とした。このことは，一面におい
ては，南海会社自体の保護政策であり，他面においては，特許会社および議
会制定会社がその支柱を形成している後期『重商主義』体制の動揺を防止し，
これを擁護する政策を表わす」と。鈴木俊夫「『泡沫会社禁止条令(Bub-
bleAct)』に関する一考察｣， 『三田商学研究』 （慶応装塾大学）第19巻4号，
1976年， 217ページ。
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Ⅳ、結語
本稿の志したところは， 『国富論』第4篤と同5篇とに展開されている
合本会社(jointstockcompany)論の構造を， スミスに即して検討する
ことであった。
われわれは先ず第Ⅱ章において， スミスの合本会社批判論の根拠を概観
した。その内容を要約すれば次のようになろう。合本会社には，①持株の
可転売性，②持株に応じての有限責任性，及び③株主と異なる取締役によ
る事業運営， とL、う基本的特徴が認められる。合本会社は制度的には排他
的独占を必要条件とはしないものの，外国貿易を営む合本会社は永続的独
占に向かう傾向がある。それは価格論と資本配分論からする「産業の自然
的均衡」撹乱の観点から批判された。 とはいえ， スミスは排他的独占の最
終的な完全撤廃を志向しつつも，合本会社の新貿易開拓に対する危険負担
を補償する目的での， また，小国がその国内資本をして新貿易開拓に向か
わせる目的をもって行なわれる一定期間の独占を容認した。 この期間満了
後にな溌躍塁などの公共施設に対する社会的必要性が認められる場合に
は，政府へ移管されるべきことが提唱された。従って，一定期間経過後も
公共施設が独占会社の手に残されたままであるとすれば，移管を行なわな
い政府にも資力§あるのであって，その意味では，永続的独占の継続は政策
的失敗でもあった。一方，③より，合本会社にまつわる怠惰や浪費といっ
た組織運営上の問題点が指摘された。それは官吏機構や教育期間など「組
織」一般に共通する批判でもある。この問題の解決は，組織内における努
力に応じた利益配分制度を活用して動機付けを湘こなうことによって組織
内競争を促進する方策と，組織の規模自体を適正なものにして業務運営全
般に対する監督を強化する方策との両面から考慮されていたといえる。
それに続く第Ⅲ章は，合本会社に制限を付して受容しようとするスミス
の論点に関する若干の検討であった｡自然的自由の制度というモデル中で，
合本会社ば主権者の第3の義務としての公共事業の執行主体として位置付
けられた。その際その種の事業は，①多額の資本を必要とし，②社会的
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『国富論』における合本会社論の構造
に有用であり，かつ③日常業務を画一化しうるもの， という慎重な制限が
付された。そのような基準から選択された業種をスミスば，銀行業，保険
業，水利事業等に局限した。必要とされる資本の多寡は客観的に明らかで
あろうし，業務の画一化が分業論の類比として効率化を促進するものとす
れば，画一性の基準もある程度客観的に示しうる。 しかしながら，その社
会的有用性基準は窓意的なものとなる可能性もある。社会的有用性を判断
する主体の問題を考えjる時， スミスは暗黙裡に「泡沫会社禁止条令」を仮
定していたと思われる。この意味からして，合本会社受容論は，すぐれて
制度的意味合いを有していたといえよう。
スミスは前期的商業資本の体系としての合本会社の欠陥を鋭く批判しつ
つも，制限を付して，合本会社を自然的自由に基礎をおく経済機構の内部
に制度的に組象込むことを試みたのである。
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